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第２章 地域別の状況 

          

          

１．生産額          

○ 平成 12 年の各地域の生産額は、大阪府 69 兆 9012 億円、他近畿 92 兆 4114 億円、近畿外 796 兆

5738 億円であり、全国に占める構成比はそれぞれ 7.3％、9.6％、83.1％となっている。 

○ 平成７年と比較すると、増減率は他近畿 0.9％、近畿外 2.9％と増加しているが、大阪府は 2.5％

減少となった。これにより、全国に占める構成比は、近畿外が 0.5 ポイント上昇であるのに対して、

他近畿は 0.2 ポイント、大阪府は 0.4 ポイントの低下となっている。 

○ 地域別に産業の構成比をみると、大阪府は他近畿、近畿外に比べ食料品、建設などが低い一方で、

商業、対事業所サービスなどが高くなっている。 

 

第１図 地域別の生産額増減率 
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第２図 地域別生産額構成比 
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第２表 地域別の生産額 

平成２年 平成７年 平成12年 平成２年 平成７年 平成12年 平成７年 平成12年

大阪府 700,186 716,985 699,012 8.0 7.7 7.3 2.4 -2.5

他近畿 814,157 915,611 924,114 9.3 9.8 9.6 12.5 0.9

近畿外 7,207,779 7,738,410 7,965,738 82.6 82.6 83.1 7.4 2.9

全 国 8,722,122 9,371,006 9,588,865 100.0 100.0 100.0 7.4 2.3

金 額 （ 億 円 ） 構 成 比 （ ％ ） 前回からの増減率（％）
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第３表 産業別の生産額 

対H7年増減率 対H7年増減率 対H7年増減率

（％） （％） （％）

産 業 計 699,012 100.0 -2.5 924,114 100.0 0.0 7,965,738 100.0 2.9

01 農 林 水 産 業 632 0.1 -21.5 8,820 1.0 -0.1 134,245 1.7 -9.1

02 鉱 業 190 0.0 -32.3 1,400 0.2 -0.1 12,197 0.2 -17.7

03 食 料 品 14,274 2.0 -12.6 44,346 4.8 0.0 330,627 4.2 1.0

04 繊 維 製 品 6,161 0.9 -31.6 13,589 1.5 -0.2 51,186 0.6 -40.1

05 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 8,568 1.2 -20.7 13,871 1.5 -0.3 126,179 1.6 -15.0

06 化 学 製 品 24,750 3.5 4.7 24,552 2.7 0.0 211,722 2.7 1.1

07 石 油 ・ 石 炭 製 品 7,631 1.1 38.4 11,729 1.3 0.2 110,474 1.4 23.0

08 窯 業 ・ 土 石 製 品 2,665 0.4 -11.2 11,032 1.2 -0.1 69,994 0.9 -13.7

09 鉄 鋼 14,128 2.0 -20.9 23,229 2.5 -0.2 134,238 1.7 -12.7

10 非 鉄 金 属 4,495 0.6 5.8 4,639 0.5 -0.3 52,244 0.7 -0.2

11 金 属 製 品 16,069 2.3 -22.7 16,044 1.7 -0.1 102,411 1.3 -13.6

12 一 般 機 械 22,550 3.2 -14.2 37,609 4.1 0.0 225,708 2.8 2.9

13 電 気 機 械 29,347 4.2 -7.0 63,357 6.9 0.2 441,324 5.5 5.2

14 輸 送 機 械 6,955 1.0 -27.7 25,722 2.8 0.1 393,997 4.9 2.2

15 精 密 機 械 1,432 0.2 -17.5 4,932 0.5 0.2 33,025 0.4 2.9

16 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 26,251 3.8 -11.9 34,845 3.8 -0.1 265,288 3.3 4.4

17 建 設 38,092 5.4 -15.0 92,412 10.0 -0.2 642,601 8.1 -10.2

18 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 11,484 1.6 -6.4 26,236 2.8 0.3 155,163 1.9 0.0

19 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 7,048 1.0 9.8 7,144 0.8 -0.2 62,970 0.8 2.5

20 商 業 109,967 15.7 -13.1 66,856 7.2 0.0 792,653 10.0 -4.3

21 金 融 ・ 保 険 35,007 5.0 -1.3 33,270 3.6 0.4 313,218 3.9 3.1

22 不 動 産 51,575 7.4 17.8 73,145 7.9 0.0 533,806 6.7 2.1

23 運 輸 37,371 5.3 -8.1 39,844 4.3 0.0 401,853 5.0 -4.0

24 通 信 ・ 放 送 20,372 2.9 39.7 21,596 2.3 0.9 179,427 2.3 47.5

25 公 務 18,271 2.6 38.2 34,883 3.8 0.2 309,106 3.9 39.9

26 教 育 ・ 研 究 23,804 3.4 5.5 36,456 3.9 0.2 302,679 3.8 8.7

27 医療・保健・社会保障・介護 32,662 4.7 17.9 40,704 4.4 0.2 366,693 4.6 21.4

28 そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス 2,687 0.4 -12.1 5,601 0.6 -0.1 34,035 0.4 -9.1

29 対 事 業 所 サ ー ビ ス 77,187 11.0 16.5 41,240 4.5 0.1 644,033 8.1 23.2

30 対 個 人 サ ー ビ ス 42,104 6.0 -0.5 59,149 6.4 0.2 483,242 6.1 7.8

31 事 務 用 品 1,429 0.2 1,787 0.2 15,206 0.2

32 分 類 不 明 3,854 0.6 4,076 0.4 34,194 0.4

（注）平成７年地域間表では「事務用品」部門および「分類不明」部門は「その他」部門として扱ったため、合わせて比較した。
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第３図 産業別の生産額構成比（各地域産業計=100） 
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２．粗付加価値と最終需要         

○ 大阪府の粗付加価値は 40 兆 6591 億円であり、その内訳は雇用者所得 23 兆 5537 億円（構成比

57.9％）、資本減耗引当７兆 396 億円（同 17.3％）などとなっている。雇用者所得の構成比を他地

域と比べると、他近畿は 47.7％、近畿外は 53.2％であり、大阪府（57.9％）は雇用者所得の構成比

が高い。一方、営業余剰の構成比を他地域と比べると、他近畿は 22.7％、近畿外 18.5％であり、大

阪府（14.3％）は低くなっている。 

○ 大阪府の最終需要は 34 兆 2528 億円であり、その内訳は民間消費支出（構成比 58.3％）、域内総

固定資本形成（民間）（同 17.7％）などとなっている。構成比を他地域と比べると、大阪府は民間

消費支出の構成比が高く（大阪府 58.3％、他近畿57.6％、近畿外53.7％）、域内総固定資本形成（公

的）の構成比が低い（大阪府 4.3％、他近畿 7.6％、近畿外 7.1 ％）。 

○ これらのことから、平成 12 年における大阪経済は民間消費のウエイトが高い経済であること、雇

用者所得が高い反面で営業余剰が低く企業収益は相対的に低いことが読み取れる。 

 

第４図 粗付加価値の構成 
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第４表 粗付加価値の構成比 

金額（億円） 構成比（％） 金額（億円） 構成比（％） 金額（億円） 構成比（％） 金額（億円） 構成比（％）
406,591 100.0 479,508 100.0 4,308,720 100.0 5,194,819 100.0

家 計 外 消 費 支 出 15,585 3.8 17,583 3.7 158,543 3.7 191,712 3.7
雇 用 者 所 得 235,537 57.9 228,813 47.7 2,291,542 53.2 2,755,891 53.1
営 業 余 剰 58,001 14.3 108,871 22.7 798,365 18.5 965,237 18.6
資 本 減 耗 引 当 70,396 17.3 90,834 18.9 772,270 17.9 933,500 18.0
間 接 税 30,608 7.5 38,178 8.0 331,606 7.7 400,393 7.7
経 常 補 助 金 -3,537 -0.9 -4,771 -1.0 -43,606 -1.0 -51,915 -1.0

全 国近 畿 外他 近 畿大 阪 府

粗 付 加 価 値 計

 

第５図 最終需要の構成 
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第５表 最終需要の構成 

金額（億円） 構成比（％） 金額（億円） 構成比（％） 金額（億円） 構成比（％） 金額（億円） 構成比（％）
342,528 100.0 546,049 100.0 4,272,986 100.0 5,161,564 100.0

家 計 外 消 費 支 出 15,388 4.5 18,626 3.4 157,698 3.7 191,712 3.7
民 間 消 費 支 出 199,828 58.3 314,592 57.6 2,295,482 53.7 2,809,902 54.4
一 般 政 府 消 費 支 出 52,626 15.4 82,919 15.2 721,518 16.9 857,062 16.6
域内総固定資本形成（公的） 14,768 4.3 41,693 7.6 301,829 7.1 358,290 6.9
域内総固定資本形成（民間） 60,588 17.7 88,732 16.2 792,511 18.5 941,831 18.2
在 庫 純 増 -669 -0.2 -512 -0.1 3,948 0.1 2,767 0.1

最 終 需 要 計

全 国近 畿 外他 近 畿大 阪 府
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３．輸出入          

○ 大阪府の輸出は 2 兆 4820 億円であり、産業別にみると商業 6256 億円（構成比 25.2％）、電気機

械 4732 億円（同 19.1％）、一般機械 4228 億円（同 17.0％）などの構成比が高い。 

○ 一方、大阪府の輸入は 3 兆 894 億円であり、産業別にみると電気機械 4565 億円（同 14.8％）、食

料品 3174 億円（同 10.3％）、繊維製品 2149 億円（同 7.0％）などの構成比が高い。 

○ 地域別に構成比をみると、輸出では、大阪府は、商業（大阪府 25.2％、他近畿 2.2％、近畿外 7.7％）、

運輸（大阪府 16.9％、他近畿 4.7％、近畿外 7.4％）が相対的に高く、電気機械（大阪府 19.1％、

他近畿 29.9％、近畿外 27.8％）、輸送機械（大阪府 0.8％、他近畿 12.8％、近畿外 22.6％）が低

くなっている。一方、輸入では、大阪府は他地域と比べ、目立って高い産業はないが、鉱業（大阪

府 6.3％、他近畿 10.3％、近畿外 16.4％）が低くなっている。 

第６－１表 産業別の輸出額 

対H7年増減 対H7年増減 対H7年増減
産 業 計 24,820 100.0 0.0 71,267 100.0 0.0 478,780 100.0 0.0

01 農 林 水 産 業 1 0.0 -0.1 46 0.1 0.0 673 0.1 0.1
02 鉱 業 0 0.0 0.0 39 0.1 -0.1 103 0.0 0.0
03 食 料 品 66 0.3 -0.2 189 0.3 0.1 1,647 0.3 -0.1
04 繊 維 製 品 48 0.2 -1.3 1,943 2.7 -2.3 3,878 0.8 0.0
05 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 28 0.1 -1.1 377 0.5 -0.6 2,612 0.5 0.1
06 化 学 製 品 1,467 5.9 -2.8 3,911 5.5 2.7 30,190 6.3 0.1
07 石 油 ・ 石 炭 製 品 171 0.7 0.7 156 0.2 -0.1 2,558 0.5 -0.2
08 窯 業 ・ 土 石 製 品 67 0.3 -0.6 1,738 2.4 -1.0 4,056 0.8 0.0
09 鉄 鋼 479 1.9 -1.3 2,812 3.9 -2.9 11,624 2.4 -0.5
10 非 鉄 金 属 123 0.5 -0.7 1,219 1.7 0.5 7,774 1.6 0.3
11 金 属 製 品 355 1.4 -0.9 835 1.2 0.3 3,968 0.8 -0.1
12 一 般 機 械 4,228 17.0 -1.5 12,773 17.9 -0.6 57,574 12.0 -0.2
13 電 気 機 械 4,732 19.1 -3.8 21,305 29.9 0.0 133,016 27.8 0.0
14 輸 送 機 械 187 0.8 -7.0 9,111 12.8 8.0 107,973 22.6 0.5
15 精 密 機 械 151 0.6 -1.2 2,556 3.6 0.8 9,534 2.0 -0.2
16 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 364 1.5 -1.0 3,490 4.9 -0.1 12,967 2.7 0.2
17 建 設 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0
18 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 12 0.0 0.0 10 0.0 0.0 262 0.1 0.0
19 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 4 0.0 0.0 4 0.0 0.0 38 0.0 0.0
20 商 業 6,256 25.2 12.3 1,580 2.2 -2.3 37,006 7.7 1.5
21 金 融 ・ 保 険 381 1.5 -0.1 263 0.4 -0.4 3,298 0.7 -0.6
22 不 動 産 3 0.0 0.0 2 0.0 0.0 29 0.0 0.0
23 運 輸 4,205 16.9 8.3 3,372 4.7 -1.9 35,602 7.4 -0.6
24 通 信 ・ 放 送 49 0.2 0.1 23 0.0 0.0 472 0.1 0.0
25 公 務 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0
26 教 育 ・ 研 究 12 0.0 0.0 31 0.0 0.0 187 0.0 0.0
27 医療・保健・社会保障・介護 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 1 0.0 0.0
28 そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス 17 0.1 0.0 76 0.1 -0.2 241 0.1 0.0
29 対 事 業 所 サ ー ビ ス 1,138 4.6 2.0 1,465 2.1 -0.7 7,691 1.6 0.1
30 対 個 人 サ ー ビ ス 254 1.0 0.3 1,922 2.7 0.9 3,640 0.8 -0.1
31 事 務 用 品 0 0.0 0 0.0 0 0.0
32 分 類 不 明 19 0.1 19 0.0 166 0.0
（注）平成７年地域間表では「事務用品」部門および「分類不明」部門は「その他」部門として扱ったため、合わせて比較した。

金額（億円） 構成比（％）

-0.2
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構成比（％）

近　 畿　 外他 　近　 畿

0.0 -0.1

構成比（％） 金額（億円）金額（億円）

 

第６－２表 産業別の輸入額 

 
対H7年増減 対H7年増減 対H7年増減

産 業 計 30,894 100.0 0.0 61,429 100.0 0.0 449,289 100.0 0.0
01 農 林 水 産 業 965 3.1 -0.4 2,449 4.0 -1.9 17,773 4.0 -1.6
02 鉱 業 1,937 6.3 1.5 6,324 10.3 -0.8 73,680 16.4 2.1
03 食 料 品 3,174 10.3 -1.5 6,233 10.1 -2.3 40,080 8.9 -1.7
04 繊 維 製 品 2,149 7.0 -1.6 3,641 5.9 0.2 25,392 5.7 -0.5
05 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 940 3.0 -0.9 1,756 2.9 -0.1 15,987 3.6 -0.9
06 化 学 製 品 1,989 6.4 1.2 3,494 5.7 -0.8 21,581 4.8 -0.1
07 石 油 ・ 石 炭 製 品 1,444 4.7 1.6 5,988 9.7 3.9 15,608 3.5 1.3
08 窯 業 ・ 土 石 製 品 235 0.8 0.1 529 0.9 0.0 3,220 0.7 0.0
09 鉄 鋼 398 1.3 -0.3 761 1.2 -1.5 3,355 0.7 -0.4
10 非 鉄 金 属 1,256 4.1 -0.5 2,134 3.5 -0.6 15,191 3.4 -0.7
11 金 属 製 品 222 0.7 -0.1 520 0.8 0.0 2,903 0.6 0.0
12 一 般 機 械 1,252 4.1 1.5 2,468 4.0 1.1 15,748 3.5 1.0
13 電 気 機 械 4,565 14.8 4.5 7,594 12.4 4.1 75,570 16.8 5.3
14 輸 送 機 械 1,008 3.3 -0.2 1,677 2.7 -0.1 16,068 3.6 -0.4
15 精 密 機 械 690 2.2 0.6 1,073 1.7 0.3 9,016 2.0 0.4
16 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 2,021 6.5 -1.0 3,499 5.7 0.3 24,901 5.5 -0.5
17 建 設 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0
18 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 1 0.0 0.0 2 0.0 0.0 12 0.0 0.0
19 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 0 0.0 0.0 1 0.0 0.0 4 0.0 0.0
20 商 業 434 1.4 1.0 838 1.4 1.0 5,502 1.2 0.9
21 金 融 ・ 保 険 307 1.0 -2.3 283 0.5 -0.9 3,116 0.7 -1.7
22 不 動 産 0 0.0 0.0 1 0.0 0.0 6 0.0 0.0
23 運 輸 2,064 6.7 0.3 3,309 5.4 -0.5 23,555 5.2 -0.4
24 通 信 ・ 放 送 103 0.3 0.1 237 0.4 0.1 925 0.2 0.1
25 公 務 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0
26 教 育 ・ 研 究 32 0.1 0.0 53 0.1 0.0 324 0.1 0.0
27 医療・保健・社会保障・介護 1 0.0 0.0 1 0.0 0.0 8 0.0 0.0
28 そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス 49 0.2 0.1 114 0.2 0.0 440 0.1 0.0
29 対 事 業 所 サ ー ビ ス 1,505 4.9 0.6 2,708 4.4 -0.4 15,128 3.4 0.0
30 対 個 人 サ ー ビ ス 2,066 6.7 -0.9 3,284 5.3 -1.7 22,157 4.9 -1.3
31 事 務 用 品 0 0.0 0 0.0 0 0.0
32 分 類 不 明 86 0.3 460 0.7 2,039 0.5
（注）平成７年地域間表では「事務用品」部門および「分類不明」部門は「その他」部門として扱ったため、合わせて比較した。
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